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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

 (注) 1．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

 2. 当社は第４期中間会計期間は中間財務諸表を作成しておりませんので記載しておりません。 

3．売上高には消費税等は含まれておりません。 

  4. 持分法を適用した場合の投資利益については、利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるた

め、記載を省略しております。 

5．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額については、第４期並びに第５期中間会計期間及び第５期は新株予約

権の残高がありますが、当社株式は非上場で店頭登録もしていないことから、期中平均株価の把握が困難なため記載し

ておりません。 

     また、第６期中間会計期間は、潜在株式調整後1株当たり中間純利益については、潜在株式が存在するものの１株当たり
中間純損失であるため記載しておりません。 

 6. 当社は、平成17年1月17日付で、１株につき４株の割合をもって株式分割を行っております。そこで、当該株式分割に伴

う影響を加味し、遡及修正を行った場合の１株当たり指標の推移を参考までに掲げると以下のとおりとなります。 

   なお、当該数値については、あずさ監査法人の監査を受けておりません。 

回次 第４期中 第５期中 第６期中 第４期 第５期

会計期間 

自 平成15年
  ７月１日
至 平成15年
  12月31日

自 平成16年
  ７月１日
至 平成16年
  12月31日

自 平成17年
  ７月１日
至 平成17年
  12月31日

自 平成15年 
  ７月１日 
至 平成16年 
  ６月30日 

自 平成16年
  ７月１日
至 平成17年
  ６月30日

売上高 (千円) ― 1,826,566 1,827,825 2,738,321 3,771,298

経常利益又は経常損失(△) (千円) ― 41,599 △254,470 108,462 134,327

中間(当期)純利益又は中間純
損失(△) 

(千円) ― 18,949 △254,201 55,484 68,947

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― ― ―

資本金 (千円) ― 64,400 144,300 64,400 75,650

発行済株式総数 (株) ― 1,390 9,144 1,390 7,360

純資産額 (千円) ― 166,842 115,312 148,600 239,392

総資産額 (千円) ― 2,373,216 3,259,568 2,076,758 3,013,422

１株当たり純資産額 (円) ― 120,030.47 12,848.21 106,906.77 32,526.13

１株当たり中間(当期)純利益
又は中間純損失(△) 

(円) ― 13,633.07 △30,530.11 41,001.11 10,884.93

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― 7.0 3.5 7.2 7.9

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △44,652 △577,036 △805,835 △250,037

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― △130,508 3,339 42,721 △130,883

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) ― 51,062 872,816 1,263,542 431,892

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(千円) ― 406,326 883,386 532,454 584,010

従業員数 (名) ― 50 66 36 60



  

回次 第5期中 第6期中 第4期 第5期 

決算年月 平成16年12月 平成17年12月 平成16年6月 平成17年6月 

１株当たり純資産額      (円) 30,007.62 12,848.21 26,726.69 32,526.13 

１株当たり配当額       (円) 

（うち１株当たり中間配当額） 
－ － － － 

１株当たり中間(当期)純利益   (円) 

又は中間純損失(△) 
3,408.27 △30,530.11 10,250.28 10,884.93 

潜在株式調整後１株当たり   (円) 

中間(当期)純利益 
－ － － － 



２ 【事業の内容】 

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、①中古半導体製造装置を査定して買い取り、リファービッシュ(修理・再生)し

たうえで、顧客の生産ラインに合わせて据付け調整、動作確認、立ち上げまで実施して通常３ヶ月間の品質保証付きで納入する

リファブ装置の販売、②半導体製造装置メーカーとの代理店契約（平成17年12月現在海外６件、国内２件）※ に基づいた新品装

置の販売、③半導体製造装置のリファービッシュ(修理・再生)・据付け・保守など技術サービス及び補修部品の販売―を行う半

導体製造装置の専門商社であります。 

※ Hypervision Inc.、Mattson Technology Inc.、Advanced Dicing Technologies Ltd.、Imago Scientific Instruments

Inc.、ReVera Inc.、Xradia,Inc.、株式会社トプコン、ヴィステックセミコンダクタシステムズ株式会社（旧ライカセミ

コンダクタシステムズ㈱） 

  

当社の取り扱う半導体製造装置は、以下のとおりプロセス装置とメトロロジー装置とに区分されますが、いずれにおいてもリ

ファブ装置、新品装置及び技術サービス等を一体的に提供していることから、事業の種類別セグメントは単一であります。 

  

［事業系統図］ 

 

  

区    分 当社の主な取扱商品 

半導体製

造装置 

プロセス装置(注)1 

エミッション顕微鏡(注)3、アッシャー(注)4、ダイシングソー(注)

5、DUV/UV顕微鏡(注)6、三次元原子プローブ装置(注)7、全自動XPS

装置(注)8、30nm高解像度３次元X線CT装置(注)9 

メトロロジー装置(注)2 
異物検査装置(注)10、ウェーハ検査装置(注)11、重ね合せ精度測

定装置(注)12 

テクニカル 
リファービッシュ（修理・再生）、据付け調整・立上げ・保守な

ど技術サービス、補修部品の販売 



  
（注） 1．半導体プロセス装置: シリコン基板などの表面にトランジスタや配線を形成する目的で、露光・エッチング・成膜・洗

浄・熱処理・イオン注入などの各工程で用いられる装置。 

  

2．半導体メトロロジー装置: 半導体の開発・製造に必要な欠陥検出、成分分析、微少寸法、電気的計測などを行う装置。 

  

3．エミッション顕微鏡：動作状態にある半導体デバイスの異常部から出る極微弱な光を、高感度センサーで検出し、異常部

を特定する顕微鏡。 

  

4．アッシャー：シリコン基板を食刻するために塗布・感光・現像したレジストを、エッチング工程で使用した後に、レジス

トを洗浄装置で容易に除去できるようにプラズマなどを用いて灰化するプロセス装置。 

  

5．ダイシングソー：シリコン基板を個々のICチップに分割するために、高速回転する刃により采の目状に切り溝を入れる装

置。 

  

6．DUV/UV顕微鏡：深紫外光や紫外光による観察に適した専用光学系を備え、通常の光学顕微鏡の2倍の分解能が得られる。こ

れにより微細化を続ける半導体パターンなどの観察に対応できる。 

  

7．三次元原子プローブ装置：非常に微小な針を用いて、試料の原子サイズレベルでの表面形状や物質の特定を短時間で行う

顕微鏡。 

  

8．全自動XPS装置：Ｘ線をシリコン基板などの試料表面に照射することによって、そのエネルギーを受けて飛び出して来た電

子のエネルギーを全自動で測定することにより、表面分析を行う装置。 

固体表面の元素の定性・定量分析が容易に行えるうえ、二次元分布の測定も可能。 

  

    9. 30nm高解像度3次元X線CT装置：「X線のレンズ」と呼ばれるゾーンプレートを使うことによって従来不可能であったシリコ

ンチップ内部観察を30nmの高解像度で実現した画期的な3次元X線CT装置。LSI内部解析に

おいて配線パターン欠陥やビアの充填不良などを非破壊で観察でき、先端デバイスに使用

されているCu配線はもとより、従来のX線顕微鏡では不可能とされたアルミニウム配線も

高解像観察が可能。 

  

10．異物検査装置：シリコン基板の製造工程や半導体プロセス工程で、シリコン基板表面に付着する微小な汚染異物の個数・

分布を測定・検査する装置。 

  
11．ウェーハ検査装置：半導体製造の各工程におけるプロセス装置異常などにより発生する、シリコン基板 

上の微細な異物や配線の断線・ショートなどの欠陥を、光学顕微鏡や電子顕微鏡と 
画像処理ソフトウエアを組み合わせて自動的に検出し、欠陥の発生原因を究明する 
装置。製造ラインの歩留まりを維持・改善するために用いる。 

  

12．重ね合せ精度測定装置：現像したレジストパターンが、その下層のトランジスタや配線との位置関係において、水平方向

にどれだけずれているかの距離と方向を測定する装置。露光装置の光学系や露光条件の最適化に

用いられる。 

  

  

３ 【関係会社の状況】 

   当中間会計期間において、関係会社の異動はありません。 



  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

（平成17年12月31日現在） 

   (注)1. 従業員数は就業人員であります。 

     2. 当中間会計期間において、従業員数が６名増加しておりますが、業容拡大に伴う採用増によるものであります。 

  

(2) 労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  

従業員数(数) 66 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間会計期間におけるわが国経済は、原油高を原因とする原材料価格の高騰など一部に不安要素はあるものの、企業収益の

改善を背景に、雇用情勢の改善や民間設備投資の増加に加え、個人消費も回復する等、景気は踊り場から脱却して拡大基調とな

ってまいりました。 

当社が属する半導体関連業界におきましては、トリノオリンピックやドイツワールドカップの大型イベントを控え薄型テレビ

の普及に弾みがついたほか、デジタル携帯音楽プレーヤーの売上は好調に推移しましたが、既存のＡＶ機器や携帯電話等に対す

る需要は不振が続き、民生機器市場はまだら模様となりました。 

このような市場環境の中、当中間会計期間の売上高は1,827,825千円（前年同期比0.1％増）を計上いたしましたが、当社事業

の中で従来高い利益率を獲得してまいりました中古装置（リファブ装置）販売の売上高が379,616千円（前年同期比44.7％減）に

とどまり、全社の売上総利益率を押し下げるに至りました。一方、売上総利益率の下落に対し、販売費及び一般管理費は前期よ

りの人員並びに組織の拡充に伴い386,384千円（前年前期比22.9％増）発生したことにより、営業利益は△209,810千円（前年同

期60,890千円）、経常利益は△254,470千円（前年同期41,599千円）、中間純利益は△254,201千円（前年同期18,949千円）とな

りました。 

部門別業績は次のとおりであります。 

  

① 半導体プロセス装置事業 

半導体プロセス装置事業におきましては、従来からの主要な取扱商品であるMattson Technology Inc.(マトソン社)のアッシャ

ーが客先の投資動向により停滞しましたが、Imago Scientific Instruments Inc.(イマーゴ社)の三次元原子プローブ装置や

Hypervision Inc.(ハイパービジョン社)のエミッション顕微鏡は、順調な営業活動を展開いたしました。一方、当社が拡販に注

力しているReVera Inc.(リベラ社)の全自動XPS装置は、活発な商談にも関わらず、最先端装置ゆえに客先における購入の意思決

定に想定外の時間を要しており、納期が後ずれいたしました。また中古装置におきましても、販売は順調に推移しているもの

の、競合による値引きや滞留在庫の評価減等により、当中間会計期間におきましては予定していた利益が計上できない状況とな

っております。その結果、売上高は742,618千円（前年同期比20.0％減）となりました。 

  

② 半導体メトロロジー装置事業 

半導体メトロロジー装置事業におきましては、㈱トプコン製の異物検査装置や東レエンジニアリング㈱製のウェーハ検査装置

等の新品装置を中心に国内販売・アジア向け輸出ともに大幅に増加し、好調に推移いたしました。一方、従来から当社が得意と

する中古装置（リファブ装置）の販売におきましては、装置メーカーとの協業に基づく販売スキームの変更をにらみ、営業を抑

制いたしました。その結果、売上高は809,200千円（前年同期比23.4％増）となりました。 

  

③ テクニカル事業 

テクニカル事業におきましては、半導体検査装置及びウェーハ搬送ロボット等の各種メンテナンス受託をはじめ、液晶・半導

体関連へのアウトソーシング取扱い案件が増加いたしました。また、半導体プロセス装置・半導体メトロロジー装置の販売に関

わる立上げ及びリファブ（再生）等の取扱い、さらに部品販売におきましても各種技術サービスの拡大に伴い売上を伸ばしまし

た。その結果、売上高は276,007千円（前年同期比13.6％増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税引前中間純損失が250,250千円計上され、さら



に仕入債務の減少、その他資産の増加等の資金減少があったものの、公募増資及び金融機関からの資金調達の増加により、前

事業年度末に比べ299,375千円増加し、当中間会計期間末には883,386千円となりました。 

 なお、当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

    当中間会計期間において、営業活動の結果支出した資金は577,036千円（前中間期比532,384千円の増加）となりました。これ

は、税引前中間純損失が250,250千円になるとともに仕入債務の減少335,956千円、その他資産の増加243,532千円等の資金減少が

あり、売上債権の減少271,106千円に伴う資金増加の相殺を上回る資金減少があったことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において、投資活動の結果得られた資金は3,339千円（前中間期比133,848千円の増加）となりました。これは

有形固定資産の取得7,238千円、無形固定資産の取得1,074千円により資金の支出がありましたが、米国のＬ.Ｌ.Ｃ形態の有限責

任事業会社からの出資金の払戻しによる収入14,361千円があったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間会計期間において、財務活動の結果得られた資金は872,816千円（前中間期比821,754千円の増加）となりました。これ

は株式上場時に実施いたしました公募増資等による株式発行による収入159,954千円及び金融機関からの借入による収支749,087

千円と自己株式の取得による支出36,225千円があったことによるものであります。 

  



２【生産、仕入、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

   該当する事項はありません。 

  

(2) 仕入実績 

（注）1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

2.テクニカル部門の仕入実績は損益計算書においてテクニカル売上原価に含めて計上されております。 

3.仕入実績における中古品と新品の構成割合を示すと、つぎのとおりであります。 

  

(3) 受注実績 

（注）1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

2.受注実績における中古品と新品の構成割合を示すと、つぎのとおりであります。 

  

事業部門別 
当中間会計期間

(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

  

前年同期比（％）

半導体プロセス装置  （千円） 589,993 64.8

半導体メトロロジー装置（千円） 784,393 191.7

テクニカル      （千円） 112,132 80.8

合計（千円） 1,486,519 101.9

区   分 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

仕入高（千円） 割合（％） 

中古品 261,222 19.0

新 品 1,113,164 81.0

合   計 1,374,386 100.0

事業部門別 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

受注実績
（千円） 

前年同期比
（％） 

受注残高 
（千円） 

半導体プロセス装置 1,356,146 172.0 632,382

半導体メトロロジー装置 1,188,483 212.2 644,113

テクニカル 265,021 103.8 697

合計（千円） 2,809,650 175.2 1,277,192

区   分 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

受注高
（千円） 

割合
（％） 

受注残高 
（千円） 

中古品 432,923 17.0 53,306

新 品 2,111,706 83.0 1,223,189

合   計 2,544,629 100.0 1,276,495



(4) 販売実績 

 （注）1.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

    2.販売実績における中古品と新品の構成割合を示すと、つぎのとおりであります。 

  

3.最近2中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

4.TOPCO SCIENTIFIC .,LTD.及び広島エルピーダ㈱の前中間会計期間の販売高につきましては、前中間会計期間の売上高の

10％未満であるため記載を省略しております。 

5.㈱東芝セミコンダクター社及び富士通㈱の当中間会計期間の販売高につきましては、当中間会計期間の売上高の10％未満

であるため記載を省略しております。 

6.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 
当中間会計期間

(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

  

前年同期比（％） 

半導体プロセス装置  （千円） 742,618 80.0

半導体メトロロジー装置（千円） 809,200 123.4

テクニカル      （千円） 276,007 113.6

合計（千円） 1,827,825 100.1

区 分 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

販売高(千円) 割合(％)

中古品 379,616 24.5

新 品 1,172,201 75.5

合  計 1,551,818 100.0

区 分 

前中間会計期間
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

TOPCO SCIENTIFIC CO.,LTD. － － 194,627 10.6

広島エルピーダ㈱ － － 188,037 10.3

㈱東芝セミコンダクター社 334,683 18.3 － －

富士通㈱ 295,483 16.2 － －



7.最近2中間会計期間の主要な輸出先及び輸出販売高及び割合は、次のとおりであります。 

  

  

３ 【対処すべき課題】 

現在、半導体業界を取り巻く環境は、規模の面から見るとデジタル家電や薄型テレビの急速な普及により半導体市場は拡大基

調にあります。その一方、利益面では国際的な価格競争が益々激化し、大手デバイスメーカーは収益確保のためにコスト削減以

外にも、事業部門の統合や売却等のより踏み込んだ事業再構築ともいえる大胆な経営を行うようになってきております。 

 このような情勢下における当社の喫緊の経営課題は、国内外の需要変動に大きく左右されない収益基盤の確立と、機動的かつ

グローバルな事業展開の推進であると強く認識しており、これらを実現するために以下の施策を着実に実施していくことが必要

と考えております。 

  ①テクニカル技術者のレベル向上と確保 

   継続的に安定した収益が見込めるテクニカル事業において、今後さらに広範な装置のリファービッシュや保守業務を行い顧客

へのサービス向上を図っていくためには、高い技術レベルを有するテクニカル技術者を多く確保することが重要であります。そ

のために、現在当社に在籍している技術者のレベル向上を図るとともに、高い能力を持った技術者の新規採用に注力しておりま

す。 

  

②海外販路の拡大（開拓） 

拡大基調にある半導体市場のメリットを生かし、さらなる収益を上げるためには、提案型の半導体装置提供ビジネスの追求と

海外販路の確立が重要であります。そのために海外装置メーカーの新規代理店契約獲得を目指し、新品、中古装置にとらわれな

い取扱い装置種類の拡大を標榜しております。また、高い経済成長が見込まれる中国・アジア地域での販路拡大のため現地代理

店との契約を締結するとともに、社内的にも海外営業部を新設してさらなる拡販に注力する予定であります。 

  

  ③仕入ルートの安定確保 

   当社にとって、中古半導体製造装置の最大の供給源であるアメリカで優良かつ売れ筋の中古装置を他社に先んじて確保できる

体制を確立することは極めて重要であります。そのために現在当社では、デバイスメーカーやサードパーティとの関係強化や多

様な情報入手ルートの確立を目指して、アメリカ現地法人の設立を計画しております。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間会計期間において締結された経営上の重要な契約は以下のとおりです。 

相手先 

前中間会計期間
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％） 

アメリカ 176,119 62.4 14,165 6.0

アジア 106,266 37.6 192,410 81.3

ＥＵ － － 30,175 12.7

合  計 282,385 100.0 236,750 100.0

契約締 
結年月 

契約 
主体 

相手方の名称 契約名称 
契約内
容 

契約期間 

トプコン

ＷＭシリ

ー ズ、東

レエンジ



  

  

５ 【研究開発活動】 

該当事項はありません。 

平成17年 
7月 

当社 
TOPCO SCIENTIFIC CO.,LTD. 
（台湾） 

取引基本契約書 

ニアリン

グインス

ペクトラ

装置の供

給及び販

売に関す

る基本的

事項 

平成17年7月1日から平

成20年6月30日まで（1

年単位の自動更新） 

平成17年 
9月 

当社 
Xradia,Inc. 
（アメリカ） 

販売代理店契約書 
日本国内

における

販売権 

平成17年9月28日から平

成17年 12月 31日まで

（以後は1年単位の自動

更新） 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1)重要な設備計画の変更 

前事業年度末に計画していた設備の新設計画は、当社の半導体メトロロジー装置事業に係るリファブ装置（中古装置）の販売

の仕組み変更に伴い、自社再生のリファブ装置取扱高が一時的に大きく減少する見通     しとなったため、次のように変更

いたしました。 

なお、米国拠点の新設目的は、中古装置の買取りと将来的な販売拠点機能にありましたので、上記理由により開設時期の再検

討を要することとなり、同じく変更することとなりました。 

(注) 当初計画では、横浜テクニカルセンターのクリーンルーム拡充は、平成18年２月着手、平成18年４月完了、また、米国

拠点の事務所開設は、平成18年３月着手、平成18年３月完了を計画しておりました。 

  

(2)重要な設備計画の完了 

前事業年度末に計画していた設備計画のうち、当中間会計期間に完了したものはありません。 

  

(3)重要な設備の新設等 

該当事項はありません。 

  

(4)重要な設備の除却等 

該当事項はありません。 

会社名 
事業所名 

（所在地） 
設備の内容 

投資予定金額 

（千円） 
資金調達方

法 

着手及び完了予定年月 

総額 既支払 着手 完了 

㈱ノア 

横浜テクニカルセ

ンター（神奈川県

横浜市） 

クリーンルーム

の拡充 
50,000 － 増資資金 来期以降 来期以降 

㈱ノア 
米国拠点 

（米国） 
事務所 30,000 － 同上 来期以降 来期以降 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

 (注) 平成17年12月19日開催の取締役会において、平成18年2月1日をもって当社定款を変更し、会社が発行する株式の総数を

33,440株増加して66,880株とすることが決議されました。 

  

②【発行済株式】 

 (注)1. 発行済株式は、すべて完全議決権株式であり、内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。 

2. 「提出日現在発行数」欄には、平成18年3月1日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行された株式

数は含まれておりません。 

3. 平成17年12月19日開催の取締役会において、平成18年2月1日をもって平成18年1月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に

記載又は、記録された株主並びに端株原簿に記載又は記録された端株主の所有株式数を1株につき2株の割合をもって分割

することを決議いたしました。この結果、発行済株式数は9,144株増加しております。 

4. 平成18年1月1日から平成18年2月28日までの間に、新株予約権の行使により発行済株式総数が24株増加しております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 33,440 

計 33,440 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数(株) 

(平成17年12月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年3月31日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 9,144 18,312
名古屋証券取引所
セントレックス 

(注) 

計 9,144 18,312 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定に基づく新株予約権に関する事項は、次のとおりであります。 
  

① 平成15年6月20日臨時株主総会決議 

(注)1. 当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式により調整

されるものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の

数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

    調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（又は併合）の比率 

  

上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて新株

予約権の目的たる株式の数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で新株予約権の目的たる株式の数を調整するもの

とする。 

  

 2. 新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式により調整

されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）又は自己株式の処分

が行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

上記のほか、新株予約権発行後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これ

らの場合に準じて払込金額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で払込金額を調整するものとする。 

  

3. 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた従業員（割当後、取締役に就任した場合は除く）は、当社の普通株式が株式上場される

日までは、新株予約権を行使できないものとする。 

② 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において当社又は当社の関係会社の取締役・監査役又は従業員である

ことを要し、それ以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。なお、当社又は当社の関係会社の取締役・

監査役を任期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社都合で退職した場合はこの限りではない。 

③ 新株予約権の割当てを受けた者が権利行使期間の初日以後に死亡した場合、当該割当てを受けた者の相続人は当該新

株予約権を相続できないものとする。 

④ その他権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社と新株予約権の

割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。 

  

4. 新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額（総額）は、臨時株主総会における新株発行予定数

及び行使予定払込金額から退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び払込金額を減じております。 

  

区分 
中間会計期間末現在
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年2月28日） 

新株予約権の数    2,056個(注)4   4,088個(注)4 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数    2,056株(注)4   4,088個(注)4 

新株予約権の行使時の払込金額 1株につき12,500円(注)2 1株につき6,250円(注)2 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年6月21日
至 平成22年6月20日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価額  12,500円
資本組入額  6,250円 

発行価額   6,250円 
資本組入額  3,125円 

新株予約権の行使の条件 (注)3 (注)3 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の第三者に対する
譲渡、質入、担保権設定その
他の処分は一切できない。 

同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

          

既発行株式数 ＋ 

新規発行（処分）

株式数 
× 
１株当たり 

払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額
× 

新株式発行前の時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数 



5. 平成18年2月1日付で株式1株を2株に分割したことに伴い、新株予約権の行使時の払込金額並びに行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

  

② 平成16年3月30日臨時株主総会決議 

(注)1. 当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割又は併合の比率に応じ、次 

の算式により調整されるものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権

の目的たる株式の数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

  

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（又は併合）の比率 

  

上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの 

場合に準じて新株予約権の目的たる株式の数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で新株予約権の目的たる株式の

数を調整するものとする。 

  

2. 新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式により調整

されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）又は自己株式の処分が

行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

  

上記のほか、新株予約権発行後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これ

らの場合に準じて払込金額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で払込金額を調整するものとする。 

  

3. 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた従業員（割当後、取締役に就任した場合は除く）は、当社の普通株式が株式上場される

日までは、新株予約権を行使できないものとする。 

② 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において当社又は当社の関係会社の取締役・監査役又は従業員である

ことを要し、それ以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。なお、当社又は当社の関係会社の取締役・

監査役を任期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社都合で退職した場合はこの限りではない。 

③ 新株予約権の割当てを受けた者が権利行使期間の初日以後に死亡した場合、当該割当てを受けた者の相続人は当該新

株予約権を相続できないものとする。 

④ その他権利行使の条件については、本臨時株主総会以後に開催される新株予約権発行の取締役会決議に基づき、当社

と新株予約権の割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。 

区分 
中間会計期間末現在
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年2月28日） 

新株予約権の数    120個(注)4     240個(注)4 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数    120株(注)4    240株(注)4 

新株予約権の行使時の払込金額 1株につき50,000円(注)2 1株につき25,000円(注)2 

新株予約権の行使期間 
自 平成18年3月31日
至 平成23年3月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の
発行価格及び資本組入額 

発行価額  50,000円
資本組入額 25,000円 

発行価額  25,000円 
資本組入額 12,500円 

新株予約権の行使の条件 (注)3 (注)3 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の第三者に対する
譲渡、質入、担保権設定その
他の処分は一切できない。 

同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

          

既発行株式数 ＋ 

新規発行（処分）

株式数 
× 
１株当たり 

払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額
× 

新株式発行前の時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数 



  

4. 新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額（総額）は、臨時株主総会における新株発行予定数

及び行使予定払込金額から退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び払込金額を減じております。 

  

5. 平成18年2月1日付で株式1株を2株に分割したことに伴い、新株予約権の行使時の払込金額並びに行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

  

③ 平成16年7月30日臨時株主総会決議 

(注)1. 当社が株式の分割又は株式の併合を行う場合、上記の目的たる株式数は分割又は併合の比率に応じ、次の算式により調整

されるものとする。ただし、かかる調整は新株予約権のうち、当該時点で権利行使していない新株予約権の目的たる株式の

数についてのみ行われ、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てるものとする。 

  

調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割（又は併合）の比率 

  

上記のほか、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これらの場合に準じて新株

予約権の目的たる株式の数を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で新株予約権の目的たる株式の数を調整するもの

とする。 

  
2. 新株予約権発行後、株式の分割又は併合が行われる場合、上記払込金額は分割又は併合の比率に応じ次の算式により調整

されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

また、時価を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く）又は自己株式の処分が

行われる場合、上記払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

  

上記のほか、新株予約権発行後に、当社が他社と合併する場合、会社分割を行う場合、資本減少を行う場合、その他これ

らの場合に準じて払込金額を調整すべき場合にも、必要かつ合理的な範囲で払込金額を調整するものとする。 

  

3. 新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当てを受けた従業員（割当後、取締役に就任した場合は除く）は、当社の普通株式が株式上場される

日までは、新株予約権を行使できないものとする。 

② 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において当社又は当社の関係会社の取締役・監査役又は従業員である

ことを要し、それ以外の場合には新株予約権を行使できないものとする。なお、当社又は当社の関係会社の取締役・

監査役を任期満了により退任した場合、従業員が定年若しくは会社都合で退職した場合はこの限りではない。 

③ 新株予約権の割当てを受けた者が権利行使期間の初日以後に死亡した場合、当該割当てを受けた者の相続人は当該新

区分 
中間会計期間末現在
（平成17年12月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成18年2月28日） 

新株予約権の数    84個(注)4     168個(注)4 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数    84株(注)4   168株(注)4 

新株予約権の行使時の払込金額 1株につき 77,500円(注)2 1株につき 38,750円(注)2 

新株予約権の行使期間 
自平成18年7月31日
至平成23年7月30日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式
の発行価格及び資本組入額 

発行価額  77,500円
資本組入額 38,750円 

発行価額  38,750円  
資本組入額 19,375円 

新株予約権の行使の条件 (注)3  同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権の第三者に対する
譲渡、質入、担保権設定その
他の処分は一切できない。 

 同左 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率

          

既発行株式数 ＋ 

新規発行（処分）

株式数 
× 
１株当たり 

払込金額 

調整後 

払込金額 
＝ 
調整前 

払込金額
× 

新株式発行前の時価 

既発行株式数 ＋ 新規発行（処分）株式数 



株予約権を相続できないものとする。 

④ その他権利行使の条件については、新株予約権発行の取締役会決議及び株主総会決議に基づき、当社と新株予約権の

割当てを受けた者との間で締結する「新株予約権割当契約」で定めるところによる。 

  

4. 新株予約権の目的となる株式の数及び新株予約権の行使時の払込金額（総額）は、臨時株主総会における新株発行予定数

及び行使予定払込金額から退職等の理由により権利を喪失した者の新株予約権の数及び払込金額を減じております。 

  

5. 平成18年2月1日付で株式1株を2株に分割したことに伴い、新株予約権の行使時の払込金額並びに行使により株式を発行す

る場合の株式の発行価格及び資本組入額が調整されております。 

  



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

（注）1. 平成17年9月6日を払込期日とする有償一般募集（ブックビルディング方式：発行価格170,000円、引受価額156,400円、発

行価額127,500円、資本組入額63,750円）により、発行済株式総数が1,000株、資本金が63,750千円、資本準備金が92,650

千円増加しております。 

2. 平成17年9月30日から平成17年12月31日までの間に、新株予約権の行使により、発行済株式総数が784株、資本金及び資本

準備金がそれぞれ4,900千円増加しております。 

   3. 平成18年2月1日をもって1株を2株に分割し、発行済株式総数が9,144株増加しております。 

  

(4) 【大株主の状況】 

平成17年12月31日現在 

（注）1. 前事業年度末において主要株主であった大石恭一、高橋郭宣、増田耕治及び投資事業組合ＧＶ-Ⅰは、当中間会計期間末

現在では主要株主ではなくなりました。 

（注）2. 上記のほか、当社が所有している自己株式169株があります。 

  

年月日 
発行済株式総
数増減数(株) 

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金
 残高（千円)

平成17年9月6日(注)1 1,000 8,360 63,750 139,400 92,650 133,300

平成17年 9月30日～ 
平成17年12月31日 (注)2 

784 9,144 4,900 144,300 4,900 138,200

氏名又は名称 住所
所有株式数
(株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

田平 博志 神奈川県座間市相模が丘六丁目26-20 1,680 18.37 

大石 恭一 東京都世田谷区奥沢一丁目22-14 900 9.84 

高橋 郭宣 横浜市泉区弥生台22-3 850 9.30 

増田 耕治 横浜市戸塚区品濃町566-1 850 9.30 

東銀リース株式会社 東京都中央区日本橋室町二丁目4-3 640 7.00 

投資事業組合ＧＶ－Ⅰ 
業務執行組合員 
グローバル・ブレイン株式会社 

東京都千代田区内幸町一丁目1-1 584 6.39 

トーラファクトリ株式会社 東京都千代田区外神田二丁目10-9 240 2.62 

東朋テクノロジー株式会社 名古屋市中区栄三丁目10-22 170 1.86 

坪井 延子 名古屋市中区伊勢山一丁目2-6 140 1.53 

鳥居 和久 千葉市花見川区検見川町三丁目335-10 130 1.42 

計 ― 6,184 67.63 



(5）【議決権の状況】 

 ①【発行済株式】 

  

 ②【自己株式等】 

    平成17年12月31日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は名古屋証券取引所「セントレックス」市場におけるものであります。 

なお、当社株式は平成17年9月7日付で名古屋証券取引所「セントレックス」市場に上場しておりますので、それ以前の株価に

ついては該当事項はありません。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

  平成17年12月31日現在 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式        ―                ― ― 

議決権制限株式（自己株式
等） 

               ―                ― ― 

議決権制限株式（その他）                 ―                ― ― 

完全議決権株式（自己株式
等） 

(自己保有株式) 

普通株式   169 
               ― 

権利内容に何ら制限のない当社に 

おける標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式    8,975            8,975 同上 

端株                ―                ― ― 

発行済株式総数             9,144                ― ― 

総株主の議決権                ―             8,975 ― 

所有者の氏名又は名

称 
所有者の住所 

自己名義 

所有株式数

（株） 

他人名義 

所有株式数

（株） 

所有株式数 

の合計 

（株） 

発行済株式総数

に対する所有株

式数の割合(％) 

(自己保有株式) 

株式会社ノア 

東京都渋谷区恵比寿一丁目

19番19号 
    169     ―     169      1.85 

計 ―     169     ―     169      1.85 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高(円) － － 464,000 249,000 231,000 288,000

最低(円) － － 230,000 200,000 202,000 204,000



第５ 【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、前中間会計期間（平成16年7月1日から平成16年12月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日内閣府令第５号）附則第３項のただし書き

により、改正前の中間財務諸表等規則を適用しております。 

  

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成16年7月1日から平成16年12月31日まで）及

び当中間会計期間（平成17年7月1日から平成17年12月31日まで）の中間財務諸表について、あずさ監査法人による中

間監査を受けております。 

 なお、前中間会計期間に係る中間監査報告書は、平成17年8月4日に提出した有価証券届出書に添付されたものを利

用しております。 

  

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表を作成しておりません。 

  

  

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

  

  

  

  

  

  

    
前中間会計期間末 
(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年12月31日) 

前事業年度の要約貸借対照表 
(平成17年6月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

 １ 現金及び預金    410,227 890,889   589,711 

 ２ 受取手形    1,813 161,239   6,605 

 ３ 売掛金    1,307,381 930,369   1,356,110 

 ４ たな卸資産    332,908 645,626   666,293 

 ５ 前渡金    － 264,602   171,146 

 ６ その他 ※2  131,722 194,605   45,490 

   貸倒引当金    △12,964 △9,388   △13,608 

   流動資産合計    2,171,087 91.5 3,077,943 94.4   2,821,749 93.6

Ⅱ 固定資産          

 １ 有形固定資産 ※1        

  (1) 建物   19,457   17,691 18,713   

  (2) 工具器具及び備品   4,019 23,476 1.0 12,920 30,611 1.0 8,625 27,339 0.9

 ２ 無形固定資産    3,042 0.1 3,372 0.1   2,703 0.1

 ３ 投資その他の資産          

  (1) 投資有価証券   473   830 581   

  (2) 出資金   127,183   104,499 118,861   

  (3) 繰延税金資産   92   － 51   

  (4) その他   47,860 175,609 7.4 42,310 147,640 4.5 42,135 161,630 5.4

   固定資産合計    202,128 8.5 181,624 5.6   191,673 6.4

   資産合計    2,373,216 100.0 3,259,568 100.0   3,013,422 100.0

           

    
前中間会計期間末 
(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年12月31日) 

前事業年度末の要約貸借対照表
(平成17年6月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円)
構成比
(％) 金額(千円) 構成比

(％) 

(負債の部)          

Ⅰ 流動負債         



  
  
  

 １ 買掛金    609,565 483,139   819,096 

 ２ 短期借入金    836,705 1,803,250   1,222,956 

 ３ 一年以内返済予定の 
   長期借入金    233,200 274,365   262,340 

 ４ 未払法人税等    19,458 2,014   35,587 

 ５ その他    125,524 107,800   113,186 

   流動負債合計    1,824,453 76.9 2,670,569 81.9   2,453,167 81.4

Ⅱ 固定負債          

 １ 長期借入金    369,951 469,658   312,889 

 ２ 繰延税金負債    － 49   － 

 ３ その他    11,970 3,978   7,974 

   固定負債合計    381,921 16.1 473,685 14.6   320,863 10.7

   負債合計    2,206,374 93.0 3,144,255 96.5   2,774,030 92.1

(資本の部)           

Ⅰ 資本金    64,400 2.7 144,300 4.4   75,650 2.5

Ⅱ 資本剰余金          

 １ 資本準備金   29,400   138,200 40,650   

   資本剰余金合計    29,400 1.2 138,200 4.2   40,650 1.3

Ⅲ 利益剰余金          

１ 中間(当期)未処分利
益又は中間未処理損
失（△） 

  73,169   △131,034 123,167   

   利益剰余金合計    73,169 3.1 △131,034 △4.0   123,167 4.1

Ⅳ その他有価証券 
    評価差額金    △127 △0.0 71 0.0   △75 △0.0

Ⅴ 自己株式    － － △36,225 △1.1   － －

   資本合計    166,842 7.0 115,312 3.5   239,392 7.9

   負債及び資本合計    2,373,216 100.0 3,259,568 100.0   3,013,422 100.0

           



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度の要約損益計算書
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成17年 6月30日) 

区分 注記 
番号 金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円)
百分比
(％) 金額(千円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高    1,826,566 100.0 1,827,825 100.0   3,771,298 100.0

Ⅱ 売上原価    1,451,307 79.5 1,651,251 90.3   2,987,970 79.2

   売上総利益    375,258 20.5 176,574 9.7   783,328 20.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費    314,367 17.2 386,384 21.2   614,422 16.3

   営業利益又は営業損 
   失（△）    60,890 3.3 △209,810 △11.5   168,906 4.5

Ⅳ 営業外収益 ※1   845 0.0 14,157 0.8   8,948 0.2

Ⅴ 営業外費用 ※2   20,135 1.0 58,817 3.2   43,527 1.1

   経常利益又は経常損 
   失（△）    41,599 2.3 △254,470 △13.9   134,327 3.6

Ⅵ 特別利益     － － 4,220 0.2   － －

Ⅶ 特別損失 ※3   303 0.0 － －   287 0.0

   税引前中間(当期)純 
利益又は中間純損失 

   （△） 
   41,296 2.3 △250,250 △13.7   134,039 3.6

   法人税、住民税 
   及び事業税  19,000   961 63,000   

   法人税等調整額  3,346 22,346 1.3 2,990 3,951 0.2 2,091 65,091 1.8

   中間(当期)純利益 
   又は中間純損失△）    18,949 1.0 △254,201 △13.9   68,947 1.8

   前期繰越利益     54,219 123,167   54,219 

   中間(当期) 
   未処分利益又は未処 
   理損失（△） 

    73,169 △131,034   123,167 

           



③ 【中間キャッシュ・フロー計算書】 

  

  

   
前中間会計期間

(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日)

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成17年 6月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

 １ 税引前中間(当期)純利益 
   又は中間純損失（△） 

 41,296 △250,250 134,039

 ２ 減価償却費  2,701 3,764 6,396

 ３ 長期前払費用償却  57 56 113

 ４ 貸倒引当金の増加額又は
減少額（△） 

 2,369 △4,220 3,013

 ５ 受取利息及び受取配当金  △11 △12,533 △4,357

 ６ 支払利息  13,406 15,025 26,624

 ７ 為替差損益  2,227 △255 △585

 ８ 投資有価証券評価損  303 － 287

 ９ 売上債権の増加額（△）
又は減少額 

 △91,113 271,106 △144,635

 10 たな卸資産の増加額（△）
又は減少額 

 △137,013 20,667 △470,398

 11 その他資産の増加額（△）
又は減少額 

 △61,484 △243,532 △143,104

 12 仕入債務の増加額又は 
減少額（△） 

 248,788 △335,956 458,319

 13 未払費用の増加額又は 
減少額（△） 

 △14,572 △19,330 15,647

 14 その他負債の増加額又は 
減少額（△） 

 15,833 12,767 △29,881

 15 その他  － 6,245 △48

    小計  22,789 △536,446 △148,568

 16 利息及び配当金の受取額  11 12,534 4,356

 17 利息の支払額  △12,827 △18,589 △23,328

 18 法人税等の支払額  △54,625 △34,534 △82,496

   営業活動による 
   キャッシュ・フロー 

 △44,652 △577,036 △250,037

Ⅱ 投資活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

 １ 定期預金の預入 
      による支出 

 △1,800 △1,801 △3,600

 ２ 有形固定資産の取得 
      による支出 

 △5,216 △7,238 △15,701

 ３ 有形固定資産の売却 
      による収入 

 － － 206

 ４ 無形固定資産の取得 
      による支出 

 △2,650 △1,074 △2,650

 ５ 出資金の取得による支出  △127,173 － △127,173

 ６ 出資金の払戻し 
による収入 

 － 14,361 8,321

 ７ 差入保証金の支出  △564 △150 △564

 ８ 差入保証金の返還 
による収入 

 7,185 － 12,062

 ９ 長期前払費用の支出  △288 △757 △1,784

   投資活動による 
   キャッシュ・フロー 

 △130,508 3,339 △130,883



  

  

   
前中間会計期間

(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日)

前事業年度の要約キャッ
シュ・フロー計算書 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成17年 6月30日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅲ 財務活動による 
  キャッシュ・フロー 

  

 １ 短期借入金による収支  △28,649 580,293 357,602

 ２ 長期借入金による収入  200,000 300,000 300,000

 ３ 長期借入金の返済 
による支出 

 △120,288 △131,206 △248,210

 ４ 株式の発行による収入  － 159,954 22,500

 ５ 自己株式の取得・売却 
   による収支 

 － △36,225 －

   財務活動による 
   キャッシュ・フロー 

 51,062 872,816 431,892

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額 

 △2,029 255 585

Ⅴ 現金及び現金同等物 
  の増減額 

 △126,127 299,375 51,556

Ⅵ 現金及び現金同等物 
  の期首残高 

 532,454 584,010 532,454

Ⅶ 現金及び現金同等物 
  の中間期末(期末)残高 

※1 406,326 883,386 584,010



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成17年 6月30日) 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

（１）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等

に基づく時価法（評

価差額は全部資本直

入法により処理し、

売却原価は移動平均

法により算定）によ

っております。 

（１）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  

  

  

同左 

  

（１）有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

  

  

  

同左 

  

（２）デリバティブ （２）デリバティブ （２）デリバティブ 

   時価法によっておりま

す。 
同左 同左 

（３）たな卸資産 

商品（装置） 

個別法による原価法

によっております。 

商品（部品）、原材料 

総平均法による原価

法によっておりま

す。 

貯蔵品 

最終仕入原価法によ

っております。 

（３）たな卸資産 

商品（装置）、仕掛品 

個別法による原価法

によっております。 

商品（部品）、原材料 

  

同左 

  

貯蔵品 

同左 

（３）たな卸資産 

商品（装置）、仕掛品 

同左 

  

商品（部品）、原材料 

  

同左 

  

貯蔵品 

同左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

（１）有形固定資産 （１）有形固定資産 （１）有形固定資産 

定率法によっておりま

す。 

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物 15年 

工具器具 

及び備品 
3～10年 

同左 

  

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物 15年 

工具器具 

及び備品 
3～10年 

同左 

  

なお、主な耐用年数は

以下のとおりでありま

す。 

建物 15年 

工具器具 

及び備品 
3～10年 

（２）無形固定資産 （２）無形固定資産 （２）無形固定資産 

自社利用のソフトウェ

アについては、社内にお

ける利用可能期間（5年）

に基づく定額法によって

おります。 

同左 同左 

（３）長期前払費用 （３）長期前払費用 （３）長期前払費用 

定額法によっておりま

す。 
同左 同左 

３．引当金の計上基準 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

貸倒引当金 

  

  

  

同左 

貸倒引当金 

  

  

  

同左 



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成17年 6月30日) 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リ－ス取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

 

  
  

同左 
  

 

  
  

同左 
  

５．ヘッジ会計の方法 （１）ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジ処理を採用

しております。なお、為

替予約については、振当

処理の要件を満たしてい

る場合には、振当処理を

採用しており、金利スワ

ップについては、特例処

理の要件を満たしている

場合には特例処理を採用

しております。 
  

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
(ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

為替予約 外貨建金銭

債権債務等 

金利スワップ 借入金の利息

    

（１）ヘッジ会計の方法

  
  
  
  
  

同左 
  
  
  
  
  

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
  
同左 

（１）ヘッジ会計の方法 
  

  
  
  
  

同左 
  
  
  
  
  

（２）ヘッジ手段とヘッジ対象 
  
同左 

  （３）ヘッジ方針 
外貨建取引の為替相場

の変動リスクを回避する

目的で為替予約取引を行

っており、ヘッジ対象の

識別は個別契約毎に行っ

ております。金利スワッ

プ取引については、将来

の金利の変動によるリス

クをヘッジしており、投

機的な取引は行わない方

針であります。 
  

（３）ヘッジ方針

  
  
  
  
  
  
同左 

（３）ヘッジ方針 
  
  
  
  
  
  
同左 

  （４）ヘッジの有効性評価の方

法 
為替予約については、

為替予約の締結時に、リ

スク管理方針に従って、

同一通貨による同一金額

で同一期日の為替予約を

それぞれ振当てているた

め、その後の為替相場の

変動による相関関係は完

全に確保されているので

中間決算日における有効

性の評価を省略しており

ます。 
また、金利スワップに

ついては、金利スワップ

の特例処理の要件を満た

しているので中間決算日

における有効性の評価を

省略しております。 

（４）ヘッジの有効性評価の方

法 
  
  
  
  
  
  
  
  
同左 

（４）ヘッジの有効性評価の方

法 
為替予約については、

為替予約の締結時に、リ

スク管理方針に従って、

同一通貨による同一金額

で同一期日の為替予約を

それぞれ振当てているた

め、その後の為替相場の

変動による相関関係は完

全に確保されているので

決算日における有効性の

評価を省略しておりま

す。 
また、金利スワップに

ついては、金利スワップ

の特例処理の要件を満た

しているので決算日にお

ける有効性の評価を省略

しております。 



  

  

会計処理の変更 

  

表示方法の変更 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成17年 6月30日) 

６．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシ

ュ・フロー計算書）に

おける資金の範囲 

中間キャッシュ・フロー計算

書における資金（現金及び現金

同等物）は、手許現金、随時引

き出し可能な預金及び容易に換

金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負

わない取得日から３か月以内に

償還期限の到来する短期投資か

らなっております。 

  

  

  

  

  

同左 

  

  

キャッシュ・フロー計算書に

おける資金（現金及び現金同等

物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わな

い取得日から３か月以内に償還

期限の到来する短期投資からな

っております。 

７．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のた

めの基本となる重要な

事項 

消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税抜方

式によっております。 

消費税等の会計処理 

  

同左 

消費税等の会計処理 

  

同左 

前中間会計期間 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
  至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成17年 6月30日) 

－ 

（固定資産の減損に係る会計基準）
 「固定資産の減損に係る会計基
準」（「固定資産の減損に係る会
計基準の設定に関する意見書」
（企業会計審議会 平成14年8月9
日））及び「固定資産の減損に係
る会計基準の適用指針」（企業会
計基準委員会 平成15年10月31日
企業会計基準適用指針第6号）を当
中間会計期間から適用しておりま
す。 
 これによる損益に与える影響は
ありません。 
  

－ 

前中間会計期間 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
 至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年 7月 1日 
  至 平成17年 6月30日) 

－ 

（中間貸借対照表）
 前中間会計期間において流動資
産の「その他」に含めておりまし
た「前渡金」（前中間会計期間
81,888千円）については。資産総
額の100分の5超となったため、当
中間会計期間より区分掲記してお
ります。 
  

－ 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  
  

  

前中間会計期間末 
(平成16年12月31日) 

当中間会計期間末
(平成17年12月31日) 

前事業年度末 
(平成17年6月30日) 

※１．有形固定資産の減価償却累計 

   額 

            6,142千円 
  

※１．有形固定資産の減価償却累計 

   額 

            12,366千円 

※１．有形固定資産の減価償却累計 

   額 

            9,454千円 

※２．消費税等の取扱い 

仮払消費税等及び仮受消費税

等は、相殺のうえ、金額的重

要性が乏しいため、流動資産

の「その他」に含めて表示し

ております。 
  

※２．消費税等の取扱い 

  

  

同左 

※２． 

  

  

－ 

 ３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行と

当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しておりま

す。当中間会計期間末における

当座貸越契約及び貸出コミット

メントに係る借入金未実行残高

等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 

  1,600,000千円

貸出実行残高 336,995千円

差 引 額 1,263,005千円

 ３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行６行と

当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しておりま

す。当中間会計期間末における

当座貸越契約及び貸出コミット

メントに係る借入金未実行残高

等は次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 

  2,800,000千円

貸出実行残高 1,374,000千円

差 引 額 1,426,000千円

 ３．当社は、運転資金の効率的な

調達を行うため取引銀行４行と

当座貸越契約及び貸出コミット

メント契約を締結しておりま

す。当事業年度末における当座

貸越契約及び貸出コミットメン

トに係る借入金未実行残高等は

次のとおりであります。 

当座貸越極度額及び貸出コミ

ットメントの総額 

  1,800,000千円

貸出実行残高 1,160,000千円

差  引  額 640,000千円



(中間損益関係書関係) 

  
  

  

(中間キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年 7月 1日) 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間 
(自 平成17年 7月 1日) 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年 7月 1日) 
至 平成17年 6月30日) 

※１．営業外収益の主なもの 

受取利息 9千円

受取配当金 2千円

仕入割引 98千円

事業所賃貸料 660千円

※１．営業外収益の主なもの 

受取利息 78千円

受取配当金 12,455千円

仕入割引 470千円

  

※１．営業外収益の主なもの 

受取利息 52千円

受取配当金 4,304千円

仕入割引 151千円

事業所賃貸料 1,320千円

※２．営業外費用の主なもの 

支払利息 13,406千円

債権売却損 1,769千円

支払手数料 1,050千円

為替差損 3,791千円

   

   

※２．営業外費用の主なもの 

支払利息 15,025千円

債権売却損 1,723千円

支払手数料 12,231千円

為替差損 3,154千円

新株発行費 6,245千円

上場関連手数料 20,326千円

※２．営業外費用の主なもの 

支払利息 26,624千円

債権売却損 3,620千円

支払手数料 11,594千円

   

新株発行費 712千円

   

※３．特別損失の主なもの 

投資有価証券評価損 303千円

※３． 

      － 

※３．特別損失の主なもの 

投資有価証券評価損 287千円

４．減価償却実施額 

有形固定資産 2,442千円

無形固定資産 259千円

計 2,701千円

４．減価償却実施額 

有形固定資産 3,357千円

無形固定資産 406千円

計 3,764千円

４．減価償却実施額 

有形固定資産 5,797千円

無形固定資産 598千円

計 6,396千円

前中間会計期間 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成17年 6月30日) 

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成16年12月31日現在) 

現金及び 
預金勘定 410,227千円

預入期間が3ケ
月を越える定期
預金 

3,900千円

現金及び現金 
同等物 406,326千円

※１．現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

(平成17年12月31日現在) 

現金及び
預金勘定 890,889千円

預入期間が3ケ
月を越える定期
預金 

7,502千円

現金及び現金
同等物 883,386千円

※１．現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成17年6月30日現在) 

現金及び
預金勘定 589,711千円

預入期間が3ケ
月を越える定期
預金 

5,700千円

現金及び現金 
同等物 584,010千円



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成17年 6月30日) 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末 
残高 
相当額 
(千円) 

工具器具
及び備品 7,420 1,012 6,407 

ソフト 
ウェア 5,900 1,278 4,621 

合計 13,320 2,290 11,029 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間期

末残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(千円) 

減価償却
累計額 
相当額 
(千円) 

中間期末
残高 
相当額 
(千円) 

工具器具
及び備品 7,420 2,362 5,057

ソフト 
ウェア 5,900 2,458 3,441

合計 13,320 4,820 8,499

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末残

高相当額 

  
取得価額 
相当額 
(千円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(千円) 

期末残高 
相当額 
(千円) 

工具器具
及び備品

7,420 1,687 5,732 

ソフト
ウェア 5,900 1,868 4,031 

合計 13,320 3,555 9,764 

  

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 2,322千円

１年超 9,011千円

合計 11,334千円

  

２．未経過リース料中間期末残高相

当額 

１年内 2,458千円

１年超 6,553千円

合計 9,011千円

  

２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 2,389千円

１年超 7,799千円

合計 10,189千円

  

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 1,468千円

減価償却費 
相当額 

1,265千円

支払利息相当額 355千円

  

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 1,468千円

減価償却費
相当額 

1,265千円

支払利息相当額 290千円

  

３．支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 2,936千円

減価償却費
相当額 

2,530千円

支払利息相当額 678千円

  

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

  

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

  

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

５．利息相当額の算定方法 

同左 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年12月31日) 

時価のある有価証券 

（注）取得原価は、減損後の数値を用いております。 

  

当中間会計期間末(平成17年12月31日) 

時価のある有価証券 

（注）取得原価は、減損後の数値を用いております。 

  

前事業年度末(平成17年 6月30日) 

時価のある有価証券 

（注）取得原価は、減損後の数値を用いております。 

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間会計期間末（平成16年12月31日） 

当社は為替予約取引及び金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、取引の時価等に

関する事項は開示の対象から除いております。 

  

当中間会計期間末（平成17年12月31日） 

   当社は金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、取引の時価等に関する事項は開示

の対象から除いております。 

  

前事業年度末（平成17年6月30日） 

   当社は為替予約取引及び金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会計を適用しているため、取引の時価等に

関する事項は開示の対象から除いております。 

  

区分 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

その他有価証券 
  
株式 

  
693 

  
473 

 
  

△220 

計 
693 473 

 
△220 

区分 
取得原価
(千円) 

中間貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

その他有価証券 
  
株式 

  
708 

  
830 

 
  
121 

計 
708 830 

 
121 

区分 
取得原価
(千円) 

貸借対照表計上額
(千円) 

差額 
(千円) 

その他有価証券 
  
株式 

  
708 

  
581 

 
  

△127 

計 
708 581 

 
△127 



(持分法損益等) 

前中間会計期間（自 平成16年7月1日 至 平成16年12月31日） 

   利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

当中間会計期間（自 平成17年7月1日 至 平成17年12月31日） 

   利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  

前事業年度（自 平成16年7月1日 至 平成17年6月30日） 

   利益基準及び利益剰余金基準からみて重要性の乏しい関連会社であるため、記載を省略しております。 

  



(１株当たり情報) 

 (注) １株当たり中間(当期)純利益又は中間純損失の算定上の基礎は以下のとおりであります。 
  

前中間会計期間 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成17年 6月30日) 

１株当たり 
純資産額 120,030.47円

１株当たり 
中間純利益 13,633.07円

１株当たり 
純資産額 12,848.21円

１株当たり 
中間純損失金額 30,530.11円

１株当たり
純資産額 32,526.13円 

１株当たり
当期純利益金額 10,884.93円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、新株予約権の残高は

ありますが、当社株式は非上場で店

頭登録もしていないことから、期中

平均株価の把握が困難なため記載し

ておりません。 

潜在株式調整後１株当たり中間純利

益については、潜在株式が存在する

ものの１株当たり中間純損失である

ため、記載しておりません。 

また、当社は、平成17年１月17日付

で株式１株につき４株の株式分割を

行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前中間会計期

間における１株当たり情報について

は、以下のとおりとなります。 
１株当たり 
純資産額 30,007.62円

１株当たり 
中間純損失金額 3,408.27円

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額については、新株予約権の残

高はありますが、当社株式は非上場

で店頭登録もしていないことから、

期中平均株価の把握が困難なため記

載しておりません。 

また、当社は、平成17年１月17日付

で株式１株につき４株の株式分割を

行っております。 

なお、当該株式分割が前期首に行わ

れたと仮定した場合の前事業年度に

おける１株当たり情報については、

以下のとおりとなります。 
１株当たり
純資産額 26,726.69円 

１株当たり
当期純利益金額 10,250.28円 

  
前中間会計期間

(自 平成16年 7月 1日 
 至 平成16年12月31日)

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
 至 平成17年12月31日)

前事業年度 
(自 平成16年 7月 1日 
 至 平成17年 6月30日)

中間(当期)純利益又は中間純損失
(△)(千円) 

18,949 △254,201 68,947 

普通株主に帰属しない金額(千円) － － － 

普通株式に係る中間(当期)純利益

又は中間純損失(△)(千円) 
18,949 △254,201 68,947 

普通株式の期中平均株式数(株) 1,390 8,326 6,334 

希薄化効果を有しないため、潜在

株式調整後１株当たり中間(当期)

純利益の算定に含まれなかった潜

在株式の概要 

新株予約権4種類 

 （新株予約権の数 

1,250個) 

 

第１回新株予約権 
450個 

第２回新株予約権 
731個 

第３回新株予約権 
43個 

第４回新株予約権 
26個 

新株予約権3種類 

 （新株予約権の数 

2,260個) 

 

  
  
第２回新株予約権 

2,056個 
第３回新株予約権 

120個 
第４回新株予約権 

84個 

新株予約権3種類 

 （新株予約権の数 

3,144個) 

 

  
  
第２回新株予約権 

2,880個 
第３回新株予約権 

160個 
第４回新株予約権 

104個 



(重要な後発事象) 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成17年 6月30日) 

１．平成16年11月20日開催の取締役

会決議に基づき、株式分割が行わ

れました。その概要は次のとおり

であります。 

平成17年1月17日付をもって普通株

式１株を４株に分割します。 

① 分割により増加する株式数  

4,170株 

② 分割方法 

平成17年1月17日現在の株主名

簿に記載された株主の所有株

式数を１株につき４株の割合

をもって分割する。 

③ 配当起算日 

平成17年1月1日 

これにより発行済株式総数は

5,560株となりました。また当

該株式分割が第4期事業年度期

首に行われたと仮定した場合

の第5期中間会計期間及び第4

期事業年度における１株当た

り情報については、それぞれ

以下のとおりとなります。 

  

  

第5期中間会計期

間 

第4期事業年度 

１株当たり純資

産額 

30,007.62円 

1株当たり純資産

額 

26,726.69円 

1株当たり中間純

利益 

3,408.27円 

1株当たり当期純

利益 

10,250.28円 

潜在株式調整後１株

当たり中間純利益金

額につきましては、

新株予約権の残高が

ありますが、当社株

式が非上場で店頭登

録もしていないこと

から、期中平均株価

の把握が困難なため

記載しておりませ

ん。 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金

額につきましては、

新株予約権の残高が

ありますが、当社株

式が非上場で店頭登

録もしていないこと

から、期中平均株価

の把握が困難なため

記載しておりませ

ん。 

  

平成17年12月19日開催の取締役

会決議に基づき、株式分割が行わ

れました。その概要は次のとおり

であります。 

平成18年2月1日付をもって普通株

式１株を２株に分割します。 

① 分割により増加する株式数  

9,144株 

② 分割方法 

平成18年1月31日最終の株主名

簿及び実質株主名簿に記載又

は記録された株主並びに端株

原簿に記載又は記録された端

株主の所有株式数を１株につ

き２株の割合をもって分割す

る。 

③ 配当起算日 

平成18年1月1日 

これにより発行済株式総数は

18,288株となりました。また

当該株式分割が第5期事業年

度期首に行われたと仮定した

場合の第6期中間会計期間及

び第5期事業年度における１

株当たり情報については、そ

れぞれ以下のとおりとなりま

す。 

第6期中間会計期

間 

第5期事業年度 

１株当たり純資

産額 

6,424.11円 

1株当たり純資産

額 

16,263.07円 

1株当たり中間純

利益（損失） 

△15,265.06円 

1株当たり当期純

利益 

5,442.47円 

潜在株式調整後１

株当たり中間純利

益金額につきまし

ては、潜在株式が

存在するものの１

株当たり中間純損

失であるため記載

しておりません。 

潜在株式調整後１

株当たり当期純利

益金額につきまし

ては、新株予約権

の残高があります

が、当社株式が非

上場で店頭登録も

していないことか

ら、期中平均株価

の把握が困難なた

め記載しておりま

せん。 

  

当社株式は、平成17年9月7日に株式

会社名古屋証券取引所の承認を得て

セントレックス市場に上場いたしま

した。株式上場にあたり、平成17年

8月4日及び平成17年8月17日開催の

取締役会において、次のとおり新株

式の発行を決議し、平成17年9月6日

に払込が完了いたしました。その概

要は、次のとおりであります。 

  

発行株式数    普通株式 1,000株 

募集の方法    ブックビルディング

方式による一般公募 

発行価額     １株につき127,500円 

発行価額の総額  127,500千円 

引受価額      １株につき156,400円 

引受価額の総額   156,400千円 

発行価格       １株につき170,000円

資本組入額     １株につき63,750円 

資本組入額の総額  63,750千円 

払込期日       平成17年9月6日 

配当起算日      平成17年7月1日 

資金使途     横浜テクニカルセン

ターの拡充及び米国

拠点の整備資金並び

に運転資金に充当す

る予定であります。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成16年12月31日) 

当中間会計期間
(自 平成17年 7月 1日 
至 平成17年12月31日) 

前事業年度 
(自 平成16年 7月 1日 
至 平成17年 6月30日) 

２．新株予約権の行使による増資 

第5期中間会計期間終了後、平成17

  



  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

年1月25日に第１回新株予約権に係

る新株予約権について行使を受けま

した。 

当該新株予約権の権利行使の概要は

次のとおりです。 

①増加した株式の種類及び数 

          普通株式 1,800株 

②増加した資本金  

                 11,250千円 

③増加した資本準備金 

          11,250千円 

  

 これにより平成17年1月25日現在の

発行済株式総数は7,360株、資本金

は75,650千円、資本準備金は40,650

千円となりました。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 
  

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

 (1) 有価証券届出書 
  及びその添付書類 

  (有償一般募集増資（ブックビルデ
ィング方式による募集)及び株式売
出し（ブックビルディング方式によ
る売出し) 

  平成17年８月４日 
関東財務局長に提出。 

           

 (2) 有価証券届出書の 
  訂正届出書 

  上記(１)に係る訂正届出書でありま
す。 
  
  

  平成17年８月15日、平成17
年８月18日及び平成17年８
月29日 
関東財務局長に提出。 

           

 (3) 臨時報告書   証券取引法第24条の５第４項および
企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第４号（主要株主の異
動）の規定に基づくもの 

  平成17年９月７日 
関東財務局長に提出。 

           

 (4) 臨時報告書   証券取引法第24条の５第４項および
企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第４号（主要株主の異
動）の規定に基づくもの 

  平成17年９月16日 
関東財務局長に提出。 

           

 (5) 有価証券報告書 
  及びその添付書類 

  事業年度 自 平成16年７月１日 
(第５期) 至 平成17年６月30日 

  平成17年９月30日 
関東財務局長に提出。 

           

 (6) 自己株券買付状況 
  報告書 

      平成17年12月15日 
関東財務局長に提出。 

           

 (7) 自己株券買付状況 
  報告書 

      平成17年12月15日 
関東財務局長に提出。 

            
(8) 自己株券買付状況 
  報告書 

      平成18年１月10日 
関東財務局長に提出。   

            
(9) 自己株券買付状況  
  報告書 

      平成18年２月６日 
関東財務局長に提出。   

            
(10) 自己株券買付状況 
   報告書 

      平成18年３月６日 
関東財務局長に提出。   

            
(11) 臨時報告書   証券取引法第24条の５第４項および

企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第４号（主要株主の異
動）の規定に基づくもの 

  平成18年３月６日 
関東財務局長に提出。 

  

            
(12) 臨時報告書   証券取引法第24条の５第４項および

企業内容等の開示に関する内閣府令
第19条第２項第４号（主要株主の異
動）の規定に基づくもの 

  平成18年３月６日 
関東財務局長に提出。 

  



該当事項はありません。 

  



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成17年６月13日

株式会社ノア 

取締役会 御中 

  

  

  当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ノアの平成16年７月１日から平成17年６月30日までの第５期事業年度の中間会計期間（平成16年７月１日から平成16

年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

  当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ノアの平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成16年７月１日

から平成16年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

  会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                        以  上 

  

  

  

  
  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 長 澤 正 浩   ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 多和田 英俊   ㊞ 

  
※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券届出書提出会社が別途保管して

おります。 



独立監査人の中間監査報告書 

  
平成18年３月30日

株式会社ノア 

取締役会 御中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社ノアの平成17年７月１日から平成18年６月30日までの第６期事業年度の中間会計期間（平成17年７月１日から平成17

年12月31日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算

書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

  当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、株式会社ノアの平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間（平成17年７月１日

から平成17年12月31日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

                                        以  上 

  

  

  

  

あ ず さ 監 査 法 人 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 長 澤 正 浩   ㊞ 

指定社員 
業務執行社員 

公認会計士 原 田 清 朗   ㊞ 

※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途保管しており
ます。 
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